
 

 

 

電力会社が行う電気供給業だけではなく、法人が再生可能エネルギー（太陽光、

風力、水力、地熱、バイオマス）の固定価格買取制度の実施などにより電気供給を

開始した場合は、電気の供給を始めた事業年度から電気供給業に該当します。 

電気供給業を行う法人の法人事業税は、各事業年度の収入金額を課税標準とした

収入割により申告していただくことになります。 

ただし、令和２年４月１日以後に開始する事業年度においては、電気供給業の 

うち小売電気事業等、発電事業等および特定卸供給事業を行う法人で、資本金また

は出資金の額が１億円を超える法人は、収入割と併せて付加価値割と資本割を、そ

れ以外の法人は、収入割と所得割の合算額を申告していただきます。 

（地方税法第７２条の２、７２条の１２） 

※地方税法で定める電気供給業とは、現に電気を供給している実態のある事業をいい、電気事業法に 

基づく登録や許可等を要する事業であるか否かを問いません。 

（地方税法取扱通知（県）第３章第２節４の９の２） 

 

◎税率について 

区分 

H26.10.1～R1.9.30 

に開始する事業年度 

 

R 1 . 1 0 . 1～R 2 . 3 . 3 1 

に開始する事業年度 

R 2 . 4 . 1 以 後 

に開始する事業年度 

法 人 

事 業 税 

地方法人 

特 別 税 

法 人 

事 業 税 

特 別 法 人 

事 業 税 

法 人 

事 業 税 

特別法人 

事 業 税 

下記以外の電気供給業 

（法第 72 条の 2 第 1 項第 2 号） 
収 入 割 0.9/100 43.2/100 1.0/100 30.0/100 1.0/100 30.0/100 

小売電気事業

等・発電事業等・

特定卸供給事業 

（法第 72 条の 2 

第 1 項第 3 号） 

資 本 金 

1 億 円 超 

の 法 人 

収 入 割 0.9/100 43.2/100 1.0/100 30.0/100 0.75/100 40.0/100 

付加価値割  - - - - 0.37/100 - 

資 本 割 - - - - 0.15/100 - 

資 本 金 

1 億円以下 

の 法 人 等 

収 入 割 0.9/100 43.2/100 1.0/100 30.0/100 0.75/100 40.0/100 

所 得 割 - -  - 1.85/100 - 

 

◎電気供給業と電気供給業以外の事業を併せて行う場合について 

  算 定 方 法 算 定 の 詳 細 

原 則 

電気供給業（収入金額課税）とその他の事

業（所得等課税）の事業部門ごとに区分計算

を行い、それぞれ課税標準額、税額を算定し、

それら税額の合算により申告納付してくだ

さい（通（県）３章４の９の９）。 

（１）電気供給業 

①：②以外の電気供給業→収入割 

②：小売電気事業等・発電事業等・特定卸 

供給事業→収入割（および所得割また 

は付加価値割、資本割） 

（２）その他事業→所得割（および付加価 

値割、資本割） 

〔二以上の事業部門に共通する収入金額

または経費があるとき〕 

共通する収入金額または経費があると

きは、これらの共通収入金額または共通経

費を各事業部門の最も妥当と認められる

基準(例：売上金額)によってあん分してく

ださい（通（県）３章４の９の５）。 

 

電気供給業を行う法人の事業税（収入金額課税）について 



例 外 

主たる事業に比較して、従たる事業が社会

通念上独立した事業部門とは認められない

程度の軽微なものであり、主たる事業の附帯

事業として行われていると認められる場合

は、従たる事業を主たる事業のうちに含め

て、主たる事業の課税方式により課税標準額

および税額を算定することができます。（通

（県）３章４の９の９） 

〔従たる事業の「軽微なもの」の判定〕 

一般に、当該事業の売上金額が主たる事

業の売上金額の 1 割程度以下であり、か

つ、売上金額など事業の経営規模の比較に

おいて従たる事業と同種の事業を行う他

の事業者と課税の公平性を欠くことにな

らないもの、とされています。なお、附帯

事業とは、主たる事業の有する性格等によ

って必然的にそれに関連して考えられる

事業ならびに、主たる事業の目的を遂行す

るため、または顧客の便宜に資する等の理

由によって当該事業に関連して行われる

事業が該当します。（通（県）３章４の９

の９）。 

 

 

◎課税標準となる収入金額の算定について 

 

                             

 

 

 

 課税標準となる収入金額   

原則として、電気事業会計規則による収入（電気事業会計規則の適用がない場合は、これに準ず

る方法により計算した収入）であり、電気供給業の事業収入に係るすべての収入を含みます。 

 主なものは以下のとおりです。（通（県）第３章第２節４の９の２） 
 

○各種電灯料収入 ○各種電力料収入（新エネルギー等電気相当量を含む。） 

○遅収加算料金 ○せん用料金  ○電球引換料 

○配線貸付料  ○諸機器貸付料  ○受託運転収入 

○諸工料  ○水力またはかんがい用水販売代金等の供給雑益に係る収入 

○設備貸付料収入 ○事業税相当分の加算料金 

 

 

 

 ①収入すべき金額の総額   

 各事業年度において収入することが確定した金額で、その事業年度の収入として経理されるべき

その事業年度に対応する収入をいいます。（通（県）第３章第２節４の９の１） 

 

注１）貸倒れが生じたときまたは値引きが行われたときは、貸倒れが生じた日または、値引きが行

われた日の属する事業年度の収入金額から控除してください。（通（県）第３章第２節４の９の１） 

注２）自ら電源開発等の事業を行うため建設仮勘定を設け、これを別個に経理している場合、当該

建設仮勘定に供給した電力に係る収入金額は自家消費に当たるため、収入金額に含めません。

（通（県）第３章第２節４の９の３） 

注３）料金とあわせて収入する消費税（地方消費税含む。以下同じ）の金額は、収入金額に含めま

せん（免税事業者等で消費税として納税しない金額については収入金額に含めてください）。 

注４）消費税の還付金は、費用（消費税）が過大であることから払い戻されたものであり、収入金

額には含まれません。なお、還付加算金については、収入金額に含めたうえで控除してくださ

い。 

 

課税標準となる収入金額 ①収入すべき金額の総額 ②控除すべき金額 ＝ － 



 

 ②控除すべき金額   

ア 国または地方団体から受けるべき補助金、固定資産の売却による収入金額（法72 の24 の２①） 

イ 保険金、有価証券の売却収入金額、不用品の売却収入金額、受取利息・受取配当金、需要者等 

から収納する工事負担金等、電気供給業を行う他の法人から電気の供給を受けて電気を供給する 

場合に供給を受けた電気の料金として支払うべき金額に相当する収入金額、電気事業者による再 

生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第36条の賦課金（令22、通（県）３章４の９の６) 

ウ 損害賠償金、投資信託に係る収益分配金、株式手数料、社宅貸付料等 

（告示S30年29号、S34年46号、S42年55号、H23年379号） 

エ 託送供給に係る料金として支払うべき金額に相当する収入金額 

（法附則９⑧、令附則６の２② 平成12年4月1日から令和5年3月31日までの間に開始する各事業年度に限り適用） 

オ 廃炉等実施認定事業者の収入金額のうち、小売電気事業者または一般送配電事業者から交付を 

受ける廃炉積立金として積み立てる金額に相当する収入金額 

（法附則９⑱ 令附則６の２⑥ 平成29年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始する各事業年度に限り適用） 

カ 卸電力取引所を介して自らが供給を行った電気の供給を受けて当該電気の供給を行う場合にお

ける、当該供給を受けた電気の料金として支払うべき金額に相当する収入金額 

（法附則９⑲ 令附則６の２⑦ 平成30年4月1日から令和6年3月31日までの間に開始する各事業年度に限り適用） 

キ 特定吸収分割会社または特定吸収分割承継会社間の特定取引を行う場合における相手方から支

払を受けるべき金額に相当する収入金額 

（法附則９⑳ 令附則６の２⑧ 平成31年4月1日から令和6年3月31日までの間に開始する各事業年度に限り適用） 

ク 一般送配電事業者が発電事業者に交付する原子力損害の賠償に要する金銭に相当する金額およ

び原子力発電工作物の廃止に要する金銭に相当する金額に相当する収入金額 

（法附則９㉑ 令附則６の２⑨ 令和2年4月1日から令和7年3月31日までの間に開始する各事業年度に限り適用） 

 

 

 

◎申告書およびその添付書類について 

小売電気事業等・発電事業等・特定卸供給事業（法第７２条の２第１項第３号の事業）を行

う法人の確定申告は、第６号様式（その２）によるほか、そのうちの資本金または出資金の額

が１億円を超える法人は次の①～⑬の書類を添付、資本金または出資金の額が１億円以下の法

人は①～⑦の書類を添付する必要があります。 

それ以外の電気供給業（法第７２条の２第１項第２号の事業）を行う法人は、第６号様式に

次の①～⑥の書類を添付して申告してください。 

① 収入金額に関する計算書（第６号様式別表６） 

② 決算書（貸借対照表、損益計算書等） 

③ 法人税申告書別表４（所得の金額の計算に関する明細書） 

④ 雑収入明細書 

⑤ その他 収入金額（および所得金額）算定の基礎資料等 

⑥ 
欠損金額等及び災害損失金の控除明細書（第６号様式別表９） 

※欠損金額等および災害損失金がある場合に提出 

⑦ 所得金額に関する計算書（第６号様式別表５） 

⑧ 付加価値額及び資本金等の額の計算書（第６号様式別表５の２） 

⑨ 付加価値額に関する明細書（第６号様式別表５の２の２） 

⑩ 資本金等の額に関する明細書（第６号様式別表５の２の３） 

⑪ 報酬給与額に関する明細書（第６号様式別表５の３） 

⑫ 純支払利子に関する明細書（第６号様式別表５の４） 

⑬ 純支払賃借料に関する明細書（第６号様式別表５の５） 

 



◎収入金額課税に関するＱ＆Ａ 

Ｑ１ 
電気供給業を行うために設立した法人ですが、発電施設の建設を行っているだけで、

まだ電気供給業を開始していない事業年度の課税はどうなりますか？  

Ａ１ 

 

 

現に電気の供給を開始していない間は、法人事業税における「電気供給業」に該当

しません。所得割（資本金 1 億円超の法人は、付加価値割および資本割を含む）に

より、申告してください。 

Ｑ２ 中間申告は必要ですか？ 

Ａ２ 

 

 

収入割を申告する法人で事業年度が 6 月を超える法人は、法人税の中間申告義務が

ない場合であっても、法人事業税・特別法人事業税については必ず中間申告納付を

しなければなりません。 

Ｑ３ 
所得等課税事業と電気供給業を併せて行っている場合、繰越欠損金を控除できるの

は所得等課税事業に区分された部分だけですか？ 

Ａ３ 

 

そのとおりです。所得等課税事業に区分された欠損金のみを、翌期以降の所得等課

税事業に区分された所得金額から控除することができます。 

Ｑ４ 新しく電気供給業を開始しましたが、異動届は必要ですか？ 

Ａ４ 

 

 

事業の変更は届出事項ですので、「法人の異動・変更届出書」によって、その旨を

届け出てください。なお、課税標準の計算方法が従前と変更になる場合があります

のでご注意ください。 

 

 

【お問い合わせ先】 

福井県税事務所課税第一課  0776－21－8271 

嶺南振興局税務部 課税課  0770－56－2223 

 


